
　投票は私たち町民が政治に参加し、主権者としてその意思を政治に反映させることのできる、最
大かつ基本的な機会です。候補者の政見など、よく見、よく聞き、よく考えて、私たちの代表を選びまし
ょう。大切な権利をむだにしないよう、みんなそろって投票に出かけましょう。 

第25回参議院議員通常選挙 第25回参議院議員通常選挙 
●投票日　7月21日（日）　　●投票時間　午前7時～午後8時 

入場券が届かない場合など、詳しくは町選挙管理委員会（役場総務課）まで
お問合せください。　蕁388‐1111

　平成13年7月22日以前に生まれた方で、平成31年4月3日以前に住民登録
をした方です。 
　6月15日以降に転居（町内の引越し）した方は、転居前の投票区で投票できます。 

投票できる方 

　7月4日（木）に発送します。有権者の氏名は、内側に記載（6人まで連記）して
ありますので、入場券を切り離して投票所へお持ちください。入場券をなくしたと
きでも投票はできますので、投票所で係員にお申し出ください。 

投票所入場券 

　投票日当日に、仕事などで投票所へ行くことができない方は、期日前投票がで
きます。 
　期日前投票所で請求書兼宣誓書を記入していただければ投票できます。（入場
券が届いていれば持参してください） 
期　間　7月5日（金）～7月20日（土） 
時　間　午前8時30分～午後8時 
場　所　笠松町役場1階　住民課ロビー 

期 日 前 投 票  

●身体障害者手帳、介護保険被保険者証などを持っている方で、次の要件に該当
する方は、郵便による不在者投票をすることができます。事前に証明書の交付
が必要となりますので、詳しくは町選挙管理委員会（役場総務課）までお問合せ
ください。 
・身体障害者手帳をお持ちの方で、両下肢、体幹または移動機能の障がいの程
度が1級か2級の方、心臓、じん臓、呼吸器、ぼうこう、直腸または小腸の障が
いの程度が1級か3級の方、免疫または肝臓の障がいの程度が1級から3級
までの方 
・戦傷病者手帳をお持ちの方で、両下肢、体幹の障がいの程度が特別項症から
第2項症までの方、心臓、じん臓、呼吸器、ぼうこう、直腸、小腸または肝臓の
障がいの程度が特別項症から第3項症までの方 
・介護保険の被保険者証をお持ちの方で、要介護状態区分が要介護5の方 

●病院や老人ホームなどの指定施設で投票する方や一時的に遠方に滞在してい
て、笠松町以外で投票する方は、町選挙管理委員会に投票用紙を請求いただき
不在者投票をすることができます。 

不 在 者 投 票  

日時　7月21日（日）午後9時 
場所　笠松中央公民館3階　大ホール 

開票の日時と
場 所  

第1投票区　笠松中央公民館集会室（常盤町6番地） 
第2投票区　松枝公民館（長池292番地） 
第3投票区　下羽栗会館（中野317番地） 

投 票 所  

国民健康保険のお知らせ 
　国民健康保険（国保）は、病気やケガをした時に安心して病院にかかれるように、日ごろからお金を
出し合いみんなで助け合う制度です。 
　病院などでかかった医療費は、加入する皆さんが一定割合を自己負担分として病院の窓口などで
支払い、残りの費用を国保から支払っています。 
　被保険者の皆さんより納付いただいている国民健康保険税は、こうした医療費の支払いに必要不
可欠な財源となっています。国保の健全な運営のため、国民健康保険税の納付に、ご理解とご協力
をお願いします。 

《今年度の税率変更のポイント》 
・法令の改正に伴い、課税限度額を見直しました。 
・医療給付費分の「資産割額」廃止に向け、資産割額の税率を引き下げました。また、これまでに積
み立てた国民健康保険基金を活用することで、「所得割額」の税率を据置きました。 
・応能・応益（注1）の割合を考慮し、均等割額・平等割額の改正を行いました。 
※国保加入者の方にお送りする保険税のお知らせは、平成31年度と表記しますが、法律上の効力は
変わりありません。 

【問 合 先】住民課　蕁388‐1115

●平成31年度（令和元年度）国民健康保険税率 

　世帯主（国保未加入の世帯主を含む）と被保険者、特定同一世帯所属者（注2）の前年中の総所得
金額などの合計額が次の軽減基準額に該当する世帯は、均等割額と平等割額が一定割合（7割・5割・
2割）軽減されます。ただし、低所得世帯でも所得申告されていない場合は、軽減の対象となりません。 
　なお、今年度は、軽減判定所得基準額を引き上げることで、軽減制度を拡充しました。 

●国民健康保険税の軽減制度 

所得割額 
資産割額 
均等割額 
平等割額 

課税限度額 
所得割額 
均等割額 
平等割額 

課税限度額 
所得割額 
均等割額 
平等割額 

課税限度額 

基準総所得金額に乗ずる率 
固定資産税額に乗ずる率 

1人につき 
1世帯につき 

基準総所得金額に乗ずる率 
1人につき 
1世帯につき 

基準総所得金額に乗ずる率 
1人につき 
1世帯につき 

平成30年度 
6% 
20% 

25,400円 
29,600円 
580,000円 

2.27% 
11,400円 
2,400円 

190,000円 
2.33% 

15,400円 
1,900円 

160,000円 

平成31年度 
6% 
10% 

25,400円 
22,000円 
610,000円 

2.27% 
10,400円 
4,600円 

190,000円 
2.28% 

12,700円 
3,800円 

160,000円 

軽減割合 

7割軽減 

5割軽減 

2割軽減 

軽減基準額 
拡充前 拡充後 

「33万円（基礎控除額）」以下の世帯 
「33万円（基礎控除額）＋27.5万円」× 

（世帯の被保険者数＋特定同一世帯所属者数）以下の世帯 

「33万円（基礎控除額）＋50万円」× 
（世帯の被保険者数＋特定同一世帯所属者数）以下の世帯 

「33万円（基礎控除額）＋28万円」× 
（世帯の被保険者数＋特定同一世帯所属者数）以下の世帯 

「33万円（基礎控除額）＋51万円」× 
（世帯の被保険者数＋特定同一世帯所属者数）以下の世帯 
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（注2）特定同一世帯所属者とは後期高齢者医療制度への移行により、国保から脱退した方のうち、同じ世帯に国保被保険者がいる方です。
ただし、継続して移行時と同じ世帯であることが条件です。 

（注1）応能：経済的負担能力に応じたもの（所得割額＋資産割額） 
応益：被保険者数や世帯に応じたもの（均等割額＋平等割額） 

令和元年7月1日　第1106号 令和元年7月1日　第1106号 


